
有価証券新規上場申請書
（ＥＴＮ信託受益証券）
　　年　　月　　日提出

株式会社東京証券取引所

　代表取締役社長　殿

発行者名　　　　　　　　　　　　　　

代表者の　　　　　　　　　　　　　　

役職署名　　　　　　　　　　　　　　

下記の有価証券の上場を申請します。

記

1．上場申請有価証券

	銘　　　　柄

	


	受益権口数
	１売買単位あたりの口数
	信託元本の額
	信託元本限度額

	口
	口
	円
（　　　　　　　　　）
	円


【信託財産（受託有価証券）】
	ＥＴＮの名称

	


	ＥＴＮの
償還価額総額
	ＥＴＮの
一証券あたり償還価額
	ＥＴＮの
発行可能限度額

	円
（　　　　　　　　　）
	円
（　　　　　　　　　）
	円
（　　　　　　　　　）


（注）適用為替レート：
（１）上場申請有価証券の状況

①連動対象となる特定の指標
	指標の名称
	

	指標の算出主体名
	


②上場申請日（当初設定日）現在の発行済受益証券
	申請（当初設定）日
	受益権口数
	信託元本の額

	
	口
	円
（　　　　　　　　　）


（注）適用為替レート：

③信託財産等の概要

【信託契約】

	信託契約期間
	


【上場申請有価証券】

	買取請求の対応
	買取請求の受付者
	

	
	買取請求の受付頻度
	日次　　　・　　　その他（　　　　営業日）

	
	買取請求の受付単位
	円／口数


【信託財産（受託有価証券）】

	償還請求の対応
	償還請求の受付頻度
	日次　　　・　　　その他（　　　　営業日）

	
	償還請求の受付単位
	本国通貨／数量

	最終償還期限年月日
	　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	最終償還価額決定日等
	決定年月日：　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	
	決定方法：

	上場外国金融商品取引所等
	主たる上場外国金融商品取引所等（※）：

その他の上場外国金融商品取引所等：

	
	※証券保管振替決済機関：

	主たる上場外国金融商品

取引所等での取引通貨単位
	

	ＥＴＮに係る

法令の名称
	


④上場申請有価証券の指定振替機関における取扱いについて

取扱いの対象　　・　　取扱いの対象となる見込み
⑤ＥＴＮへの該当状況
理由：

（２）発行者等の状況
①発行者等の概要

【発行者】

	商号又は名称
	

	本店所在地
	

	設立年月日（事業開始日）
	　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　（　　　　　年　　　月　　　日）


	事業内容
	

	登録金融機関等の

該当状況
	登録金融機関
	該当　　　・　　　非該当

	
	金融商品取引業者
	該当　　　・　　　非該当

	
	上記に相当する者
	該当　　　・　　　非該当

	
	金融持株会社（※）
	該当　　　・　　　非該当

	
	※子会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（株式保有割合：　　　　％）

	監督官庁等の名称
	


【保証者】

	商号又は名称
	

	本店所在地
	

	設立年月日（事業開始日）
	　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　　　（　　　　　年　　　月　　　日）

	事業内容
	

	保証者の

登録金融機関等の

該当状況
	登録金融機関
	該当　　　・　　　非該当

	
	金融商品取引業者
	該当　　　・　　　非該当

	
	上記に相当する者
	該当　　　・　　　非該当

	
	金融持株会社（※）
	該当　　　・　　　非該当

	
	※子会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（株式保有割合：　　　　％）

	監督官庁等の名称
	

	適切な保証
	該当　　　・　　　非該当


【信託の委託者】

	商号又は名称
	

	本店所在地
	


【信託の受託者】

	商号又は名称
	

	本店所在地
	


②発行者等の財務状況

【発行者】

	純資産の額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	自己資本比率
	％

	信用格付
	格付
	

	
	取得年月日
	

	
	格付機関
	

	
	信用格付業者
	該当　　　・　　　非該当

	
	特定関係法人
	該当　　　・　　　非該当

	自社及び他社の発行する

ＥＴＮの保証状況
	自社発行総額（※）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	※銘柄名：

	
	他社発行分の保証総額（※）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	※発行者名：


【保証者】

	純資産の額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	自己資本比率
	％

	信用格付
	格付
	

	
	取得年月日
	

	
	格付機関
	

	
	信用格付業者
	該当　　　・　　　非該当

	
	特定関係法人
	該当　　　・　　　非該当

	自社及び他社の発行する

ＥＴＮの保証状況
	自社発行総額　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	他社発行分の保証総額（※）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	※発行者名：


（注）適用為替レート：
（３）変更上場に関する事項

上場申請する受益権の総口数は、追加信託により上記信託元本限度額を分割した受益権の口数を上限として変動することがあります。当上限までの範囲までにおいては、当申請書をもって上場口数の変更に伴う変更上場申請とします。

２．その他

（１）上場申請日以降上場日までの受益権口数の推移予定

	年月日
	増加受益権口数（数量）
	増加後受益権口数
	備　　考

	
	（口）
	（口）
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（２）監査意見（発行者・保証者に係る財務諸表等について）

【発行者】
現在の公認会計士名又は監査法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	期　

(　年　月　日～　年　月　日)
	期　

(　年　月　日～　年　月　日)
	期　

(　年　月　日～　年　月　日)
	期　

(　年　月　日～　年　月　日)

	公認会計士又は監査法人名
	
	
	
	

	金融商品取引法に基づく財務諸表及び中間財務諸表に係る監査意見
	
	
	
	


【保証者】
現在の公認会計士名又は監査法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	期　

(　年　月　日～　年　月　日)
	期　

(　年　月　日～　年　月　日)
	期　

(　年　月　日～　年　月　日)
	期　

(　年　月　日～　年　月　日)

	公認会計士又は監査法人名
	
	
	
	

	金融商品取引法に基づく財務諸表及び中間財務諸表に係る監査意見
	
	
	
	


以　　上
（記載上の注意）

当該「有価証券新規上場申請書」は、ＥＴＮ信託受益証券の書式です。ＥＴＮ信託受益証券とは、有価証券上場規程第２条第１号の３に規定するＥＴＮ信託受益証券をいい、ＥＴＮとは同条第１号の２に規定するＥＴＮをいい、発行者とは、有価証券上場規第９４１条第１項に規定する発行者のことをいいます。
同一の発行者が、同時に複数銘柄の上場申請を行う場合は、「１．上場申請有価証券」及び「（１）上場申請有価証券の状況」について「別紙」（エクセルファイル）をご利用ください（別紙は、当申請書に添付してください。）。
１．上場申請有価証券

（イ）同一の発行者が、同時に複数銘柄の上場申請を行う場合は、「別紙」（エクセルファイル）をご利用のうえ、銘柄欄に「別紙参照」と記載してください。「別紙」は、当申請書に添付してください。その場合、「１．上場申請有価証券」及び「（１）上場申請有価証券の状況」の項目は、すべて別紙に記載いただくため、当該項目については、本申請書に記載いただく必要はございません。
（ロ）受益権口数、信託元本の額、ＥＴＮの償還価額総額は、上場日現在の見込み数値を記載してください。

（ハ）信託元本の額、ＥＴＮの償還価額総額、ＥＴＮの一証券あたりの償還価額、ＥＴＮの発行可能限度額については、括弧内に現地通貨による金額を記載してください。

（ニ）上場時の受益権口数、信託元本の額が確定した際には、直ちに当取引所所定の「上場申請有価証券確定通知書」を提出してください。

（１）上場申請有価証券の状況

②上場申請日（当初設定日）現在の発行済受益証券

（イ）上場申請日現在に信託の設定がなされていない場合には、設定当初の見込み数値を記載してください。

（ロ）信託元本の額については、括弧内に現地通貨による金額を記載してください。

③信託財産等の概要

【上場申請有価証券】

（イ）買取請求の対応は、ＥＴＮ信託受益証券の買取請求を示します。買取請求の受付者には、買取請求に応じる者を記載してください。また、買取請求の受付頻度、買取請求の単位についても記載してください。

【信託財産（受託有価証券）】

（ロ）償還請求の対応は、ＥＴＮの発行者に対して行われる償還請求を示します。償還請求の受付頻度、償還請求の受付単位について記載してください。

（ハ）上場外国金融商品取引所等の欄には、上場申請有価証券の受託有価証券であるＥＴＮが、上場若しくは継続的に取引されている又はその見込みがある外国金融商品取引所等（有価証券上場規程第２条第１３号に規定するもの）を記載してください。流動性が最も高い外国金融商品取引所等を記載し、それ以外の重複上場市場については、その他上場外国金融商品取引所等に記載してください。また、主たる上場外国金融商品取引所等については、その証券保管振替決済機関を※証券保管振替決済機関の欄に記載してください。
（ニ）上場申請有価証券に係る法令の名称の欄には、上場申請有価証券が上場している外国金融商品取引所等における上場申請有価証券に係る法令の名称を記載してください。

（ホ）「上場申請有価証券に係る監督官庁等の名称」には、上場申請有価証券が上場している外国金融商品取引所等における上場申請有価証券に係る監督官庁又はそれに準ずる機関の名称を記載してください。

④上場申請有価証券の指定振替機関における取扱いについて

既に他の取引所に上場するなど、既に指定振替機関（㈱証券保管振替機構）の振替業における取扱いの対象である場合は「取扱いの対象」を、今後上場までに指定振替機関の振替業における取扱いの対象となる見込みである場合は「取扱いの対象となる見込み」を選択してください。
⑤ＥＴＮへの該当状況

上場申請有価証券の受託有価証券について、有価証券上場規程第２条第１号の２で規定する「ＥＴＮ」（※）に該当すると判断した理由を記載してください。
※ＥＴＮとは、外国で発行された金融商品取引法第２条第１項第１７号に掲げる有価証券のうち同項第５号の社債券の性質を有するものであって、当該有価証券の償還価額が特定の指標に連動することを目的とするものをいいます。
（２）発行者等の状況

①発行者等の概要
【発行者】

（イ）登録金融機関の欄は、金融商品取引法第２条第１１項に規定する登録金融機関の該当状況を選択してください。

（ロ）金融商品取引業者の欄は、金融商品取引法第２条第９項に規定する金融商品取引業者の該当状況を選択してください。
（ハ）上記に相当する者とは、登録金融機関又は金融商品取引業者に相当する外国の金融機関を示します。当該欄には、その該当状況を選択してください。

（ニ）金融持株会社とは、有価証券上場規程施行規則第９３９条第１項に規定する会社を示します。当該金融持株会社に該当する場合には、※子会社名の欄に、子会社として経営管理を行っている登録金融機関、金融商品取引業者、これらに相当する者の商号又は名称と、当該子会社の株式の保有割合を記載してください。

（ホ）監督官庁等の名称の欄には、当該発行者の本店所在地における当該発行者に係る監督官庁又はそれに準ずる機関の名称を記載してください。
【保証者】

（ヘ）保証者の項目は、発行者とは別に、適切な保証を行う者がいる場合のみ、記載してください。

（ト）上記【発行者】（イ）～（ホ）の取扱いは同じです。なお、（ホ）における「発行者」は「保証者」と読み替えます。

（チ）適切な保証とは、有価証券上場規程施行規則第９３５条第１項に規定する適切な保証を示します。当該欄には、その該当状況を記載してください。

②発行者等の財務状況
【発行者】

（イ）直前事業年度の末日の状況を記載してください。
（ロ）純資産の額は、金融商品取引業者の場合には純財産額を記載してください。括弧内に現地通貨による金額を記載してください。
（ハ）自己資本比率は、保険会社の場合にはソルベンシー・マージン比率を、金融商品取引業者の場合には自己資本規制比率を記載してください。

（ニ）信用格付は、新規上場申請日の直前事業年度の末日における信用格付を記載してください。なお、信用格付を複数取得している場合は、最も良い信用格付を記載してください。また、当該信用格付について、直前事業年度の末日以降新たに信用格付が付与されている場合はその信用格付及び取得年月日も併せて記載してください。
（ホ）信用格付業者の欄は、金融商品取引法第２条第３６項に規定する信用格付業者の該当状況を選択してください。また、特定関係法人の欄は、金融商品取引業等に関する内閣府令第１１６条の３第２項に規定する特定関係法人の該当状況を選択してください。

（ト）自社発行総額の欄には、自社が発行するＥＴＮの発行総額（他社が保証する分を除く。）を記載してください。なお、自社が発行するＥＴＮで、当該新規上場申請銘柄に係るＥＴＮ以外の銘柄がある場合には、※銘柄名の欄に、当該銘柄名を記載してください。

（チ）他社発行分の保証総額の欄には、他社が発行するＥＴＮで、自社が保証者となっている場合に、その保証する額を記載してください。保証している場合には、※発行者名の欄に、当該他社を記載してください。

【保証者】

（リ）保証者の項目は、発行者とは別に、適切な保証を行う者がいる場合のみ、記載してください。

（ヌ）上記【発行者】（イ）～（チ）の取扱いは同じです。

２．その他

（２）監査意見（発行者・保証者に係る財務諸表等について）

（イ）「現在の公認会計士名又は監査法人名」欄には、上場申請日において監査契約を締結している公認会計士名又は監査法人名を記載してください。

（ロ）上場申請日から最近２年間に終了する事業年度若しくは各連結会計年度について金融商品取引法に基づく監査を受けている場合、その監査報告書、中間監査報告書（四半期財務諸表提出会社及び四半期連結財務諸表提出会社である場合にあっては、四半期レビュー報告書）に記載された監査意見を記載してください。

（ハ）（イ）に規定する監査意見がない場合、表に代えてその旨及び理由を記載してください。

